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第１章 総則 

 １ 子どもの貧困対策に関する国の動き 
 (1) 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」の制定 
 ア 制定の背景 

国の調査（平成 25 年度国民生活基礎調査（厚生労働省））によれば、我が国の子ども
の貧困率は 16.3％（2012 年）となりました。2010 年のＯＥＣＤ加盟国の子どもの貧
困率を、低い順から並べた場合、我が国は 34 か国中 25 位と、子どもの貧困の状況は先
進国の中でも厳しい状況にあります。 

また、生活保護世帯の子どもの高等学校等進学率（90.8％）は、子ども全体の進学率
（98.6％）と比較して低い水準になっています。 

このような事情等を背景に、子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右され
ることのないよう、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとと
もに、教育の機会均等を図るため、子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的と
し、国及び地方公共団体の責務、子どもの貧困対策を総合的に推進するために講ずべき
施策の基本となる事項その他事項を定めた「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（平
成 25 年法律第 64 号。以下「同法」という。）が、平成 25 年６月に成立し、平成 26 年
１月 17 日に施行されました。 

 

   イ 同法の概要 
○ 目的（第１条）   

子どもの将来がその生まれ育った環境によって左右されることのないよう、貧困の
状況にある子どもが健やかに育成される環境を整備するとともに、教育の機会均等を
図るため、子どもの貧困対策を総合的に推進することを目的とする。 

○ 地方公共団体の責務（第４条）   
地方公共団体は、基本理念にのっとり、子どもの貧困対策に関し、国と協力しつつ、

当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 
○ 大綱の制定（第８条）   

政府は、子どもの貧困対策を総合的に推進するための大綱を定める。 
<大綱に定める事項> 
① 子どもの貧困対策に関する基本的な方針 
② 子どもの貧困率、生活保護世帯に属する子どもの高校等進学率等子どもの 

貧困に関する指標及び当該指標の改善に向けた施策 
③ 教育の支援に関する事項 
④ 生活の支援に関する事項 
⑤ 保護者に対する就労の支援に関する事項 
⑥ 経済的支援に関する事項 
⑦ 調査及び研究に関する事項 
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○  都道府県子どもの貧困対策計画策定の努力義務（第９条） 
       都道府県は大綱を勘案して、都道府県における子どもの貧困対策についての計画を定

めるよう努めるものとする。（市町村に関する規定はありません。） 
 

 (2) 「子供の貧困対策に関する大綱」策定 
    

国においては、平成 26 年４月、同法に基づき、内閣総理大臣を会長とする「子ども
の貧困対策会議」が開催され、子どもの貧困対策に関する大綱の案を作成することにな
りました。 

また、大綱の案の作成に資するため、内閣府特命担当大臣の下に、子どもの貧困対策
に関し優れた見識を有する者や、貧困の状況にある世帯に属する者、これらの者を支援
する団体等で構成される「子どもの貧困対策に関する検討会」を開催し、幅広く関係者
から意見聴取が行われました。検討会では、それらの意見を整理し、「大綱案に盛り込
むべき事項について（意見の整理）」として内閣府特命担当大臣に平成 26 年６月に提出
しました。 

国では、この意見を受け、検討・調整を図った上で、平成 26 年８月に「子供の貧困
対策に関する大綱」（以下、「国の大綱」という）を策定しました。 

 

国の大綱では、子どもの貧困率や生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率や
ひとり親家庭の親の就業率などの指標を定め、この指標の改善に向けて、教育や生活の
支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援等の重点施策を総合的に推進することと
されました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 策定の経過

 
   イ 国の大綱の概要 
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２ 子どもの貧困と子どもの貧困対策 

 (1) 子どもの貧困 

    「子どもの貧困」について、「子どもの貧困対策の推進に関する法律」や、「子供の貧
困対策に関する大綱」においても明確には、定義はされていません。 

しかし、経済的困窮状態であることにより、子どもの成長や学習に必要な物が不足し
ていたり、社会的・文化的な経験の機会が取り上げられたりする（剥奪がある）こと、
社会的に孤立して必要な支援が受けられず、一層困難な状況に置かれてしまうなど、将
来を担う子どもが、健やかに育ち、自立していく環境が損なわれている状況があります。 

また、これらの状況は、家庭や本人の努力だけでは改善することが困難となっている
ため、子どもの貧困は、社会全体として対策を図るべき課題として考えられています。 
 

 (2) 子どもの貧困率 

「子どもの貧困率」は、全ての子どもに対する家族一人あたりの可処分所得が、貧困
ライン（家族一人あたりの可処分所得の中央値の半分）に満たない子どもの割合とされ
ています。 

厚生労働省が発表している、国の子どもの貧困率は、1985 年は 10.9％でした。 
その後、３年ごとの統計の中で、全体の傾向としては、上昇を続け、2006 年には、14.2％、

2009 年には、15.7％、2012 年には、16.3％となっています。 
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 (3) 子どもの貧困対策 

国の大綱では、教育や生活の支援、保護者に対する就労の支援、経済的支援等の重点
施策を総合的に推進することとされていますが、これら４つの支援に掲げられた取組は
次のように分類することができます。 
① 経済的困窮状態であることが要因となって、成長に必要な物質が不足したり、社会

的・文化的な経験の機会が取り上げられたりすることで、子どもが健やかに育ち、自
立していく環境が損なわれている状況を改善する取組 

② 現在貧困状態にある子どもが、大人になったときに貧困に陥ることがないようにする
「貧困の連鎖」を断つための取組 

③ 現に経済的困窮状態である子ども・家庭に加え、様々な困難を抱えやすく経済的に不
安定になるリスクの高い層の生活の安定を図る取組 

④ 子どもの将来の貧困を防ぐための、学校教育における学力保障の取組 
⑤ 困難を抱える又は困難を抱えやすい状況にある子ども・若者、及び家庭を支援につな

げたり、見守ったりする取組 

   

３ 本市の計画策定 

 (1) 本市の現状  

本市では、現在も、小・中学生への生活支援・学習支援の取組や就学援助制度、ひとり
親家庭に対する就労支援など、国の大綱の重点施策に掲げられた取組を行っていますが、
社会経済状況等の影響を受け、生活保護や児童扶養手当を受給している世帯の子どもの数
は、過去20年間で、全体として増加傾向にあります。 

また、貧困状態にある子ども・家庭では、保護者の健康状態や長時間の就労で子どもと
過ごす時間が確保できない等により、養育環境が十分に整えられていない場合があります。
また、家庭の経済的な理由により、進学に際し十分な機会を得ることが難しい状況等があ
ります。 

 
 (2) 計画の策定理由  

横浜の将来を担う子どもの育ちや成長を守るとともに、家庭の経済状況により、養育環
境に格差が生まれたり、就学の機会や就労の選択肢が狭まったりすることなどにより、貧
困が連鎖することを防ぐために、実効性の高い施策を展開していくこと及び、支援が確実
に届く仕組みをつくることを目的として計画を策定します。 
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 (3) 計画の位置づけと他計画との関係 

本計画は、国が策定した大綱を踏まえつつ、昨年度策定した「横浜市中期４か年計画 2014
～2017」や「横浜市子ども・子育て支援事業計画」、「第２期横浜市教育振興基本計画」に
おける課題背景や基本的な考え方を基に、子どもの貧困対策に資する取組について、改め
て整理するとともに、本市としての基本目標や、施策展開の考え方、今後５か年で取り組
む施策について示していくものです。 

 

 (4) 計画期間 

     ５年間（平成 28年度から 32年度まで） 
 

 (5) 計画の対象 

   ア 年齢層 
     生まれる前から大学等を卒業した後の自立に向けた支援を含め概ね20代前半までの

子ども・若者とその家庭 
   イ 状況等 
    (ｱ) 現に経済的困窮状態にある子ども・若者、家庭 

(ｲ) 保護者の疾病・障害、ひとり親家庭など、困難を抱えやすい状況にある子ども・ 
若者、家庭 など 
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■横浜市子ども・子育て支援事業計画～子ども、みんなが主役！よこはま わくわくプラン～ 

(1) 目指すべき姿 

未来を創る子ども・青少年の一人ひとりが、自分の良さや可能性を発揮し、豊かで幸せな生き方を切

り拓く力、共に温かい社会をつくり出していく力を育むことができるまち「よこはま」 

(2) 計画推進のための基本的な視点 

① 「子ども・青少年にとって」の視点での支援 
子ども・青少年がそれぞれの持つ力を十分発揮するとともに、大人がその力を引き出し、社会全体

で子ども・青少年を育てていくため、全ての子ども・子育て施策において、子ども・青少年の視点に

立った施策・事業を展開します。 
② 全ての子ども・青少年の支援 

子ども・青少年の健やかな育ちを等しく保障するため、一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援

とともに、地域社会で成長する中で必要となる支援を誰もが受けられる環境を整えるため、全ての子

ども・青少年を対象とします。 
③ それぞれの成長段階に応じ、育ちの連続性を大切にする一貫した支援 

人が健全で幸福な成長発達を遂げるためには、各成長段階で達成しておかなければならない課題が

あり、次の成長段階にスムーズに移行するためにも、それぞれの成長段階で習得しておくべき課題が

あると言われています。 
子どもの育ちを支援していくために、子どもがそれぞれの成長段階に必要な体験を積み重ね、充実

した日々を過ごすことができるようにするとともに、それぞれの成長段階に応じた育ちや学びが連続

性を持って積み重なるよう、子どもの育ちに関わる大人、関係機関、地域が連携し、支援の連続性・

一貫性を大切にしていきます。 
④ 子どもの内在する力を引き出す支援 

子ども・青少年には、自ら育とうとする力、生き方を切り拓いていこうとする力が内在しています。 
一人ひとりが自分の良さや可能性を見つめ、自己肯定感を高めながら内在する力を自ら発揮するこ

とができるよう、大人が子どもに全幅の信頼を置き、その力を引き出していくという子ども・青少年

への共感のまなざしと関わりを大切にしていきます。 
⑤ 家庭の子育て力を高めるための支援 

子どもと関わり、育てることは、大人の生き方を豊かにしていくものです。そうした意識を醸成し、

子育て家庭が安心して楽しみながら子育てができるよう、妊娠、出産、子育てに対する保護者の不安

や負担を軽減するとともに、子どもと向き合い、成長を喜び合えるような家庭の子育て力を高めるた

めの支援を行います。 
⑥ 様々な担い手による社会全体での支援 ～自助・共助・公助～ 

家庭や行政だけでなく、地域、保育所、幼稚園、認定こども園、学校、企業など、社会におけるあ

らゆる担い手が、子ども・子育て支援や青少年育成を自らの課題としてとらえ、「自助・共助・公助」

の考え方を大切にしていきます。全ての子ども・青少年に豊かな育ちを保障するために、様々な立場

でそれぞれの役割を担いながら、社会全体で積極的に関わっていきます。 
様々な人たちが、課題認識から役割の自覚、具体的行動へと移行できるよう、子ども・子育て家庭

とのつながりづくりや、交流・活動への参加機会の確保、担い手を支える仕組みづくり、支援機関・

支援者の連携促進など、人材の発掘、育成にも一層注力していきます。 
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■第２期横浜市教育振興基本計画 

(1) 第２期横浜市教育振興基本計画とは 

   「第２期横浜市教育振興基本計画」は、教育基本法第 17 条に基づき、平成 26 年度から 30 年

度までの５年間の本市が目指す基本的な方向性や具体的な施策等を示したものです。計画に基

づき家庭・地域・学校、関係機関等が連携し、協力して本市の教育の振興に取り組んでいきま

す。 

(2) ５つの基本目標 

  ・目標１：「知」「徳」「体」「公」「開」で示す“横浜の子ども”を育みます 

  ・目標２：誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します 

  ・目標３：学校の組織力を高め、信頼される学校を目指します 

  ・目標４：家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います 

  ・目標５：子どもの教育環境を整備するとともに、市民の学習活動を支援します 

(3) 13の施策 

  ・施策１：横浜らしい教育の推進   ・施策２：確かな学力の向上 

  ・施策３：豊かな心の育成           ・施策４：健やかな体の育成 

  ・施策５：特別なニーズに対応した教育の推進 

  ・施策６：魅力ある高校教育の推進   ・施策７：優れた人材の確保 

  ・施策８：教師力の向上             ・施策９：チーム力を活かした学校運営の推進 

・施策 10：学校教育事務所の機能強化による学校支援 

・施策 11：子どもの成長を社会全体で支える体制づくり 

・施策 12：教育環境の整備          ・施策 13：市民の学習活動の支援 
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